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図４イノベーションセンターの分布（1992年現在）
出典：BundesministeriumfUrRaumordnun9,BauwesenundStadtebau（1994,ｓ177）
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テクノロジー・創業者センターには，ここで活動する企業者たちのため
に共同利用の会議室，事務サービスがあるが，食堂，簿記サービス，工場
などは稀である。ここで活動することが許された企業者は，その前に厳し
い審査を経たということで，政府や民間からの融資を得やすいという利点
を持つことになる。センターのマネージャーは，ここで活動する企業者に
対して外部機関からのコンサルティングやコンタクトの斡旋をする。セン
ターでの活動機関は，５年間に制限されている場合が多い。その後，企業
者は製造段階に入ることが要請され，独り立ちすべきであるとされている。
テクノロジー・創業者センターに入居している企業の業種は，ハイテクエ
業が典型的であるが，その他に，ソフトウェア，技術サービス企業，研究
所もある。初期に設立されたセンターは，後に設立されたものよりも規模
的に大きい（表7)。
テクノロジー・創業者センター全体で見ると，1987年時点で２２万平方
メートルが賃貸され，その半分は４９０の新設企業（2674人の雇用）に対
して，残りの半分はそれ以前に設立されていた３８９の小企業（3044人の
雇用）に対して賃貸されていた。つまり，入居している企業の平均雇用数
は6.5人，平均賃貸面積は250平方メートルだった。（Grotz,1989,ｓ270）
4．技術指向の中小企業支援政策の問題点
ところで，テクノロジー・創業者センターの地域経済への効果を疑問視
する見解を，パーデン・ヴュルテンベルク州の中小企業研究を長年続けて
きたボン大学のグロッツ教授が示している。まず，技術指向の新設企業の
すべてがテクノロジー・創業者センターに入居することを目指すわけでは
必ずしもない。パーデン・ヴュルテンベルク州において，テクノロジー・
創業者センター以外のところで１９７８年から1985年の間に新設された２６
企業に関する調査によると，これらは，テクノロジー・創業者センターに
入居している企業よりもかなり大きく，平均雇用数は１５人，事業場面積
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は平均して638平方メートルに昇っていた。この数値は，テクノロジー・
創業者センターから発進した企業の平均値（１２人）と類似している
（Grotz,1989,ｓ270)。
上の調査は，同期間にテクノロジー・創業者センターに入居して設立さ
れた１２の技術指向企業も調査したものであるが，合計３８の企業のうち，
１８は同じ工業部門の別の企業で管理職にあったか，あるいは研究開発部
門で働いていた人が創設したもの，すなわちスピンアウトである。また９
つは国立ないし州立の研究機関から独立した人が起こしたもの，すなわち
スピンオフである。技術指向企業の立地要因として特に重視されているも
のは，質の高い労働力，大学か工科短期大学に距離的に近いこと，交通の
便がよいことの３つである。しかし，大都市圏ではより良い労働条件を提
供できる大企業との競争のため，そうした小企業は質の高い労働力を得る
ことが困難である。大学に近いことが重視されるのは，創業者がかつて大
学で働いていたとか，大学とのコンタクトが必要だという理由もあるが，
学生を安価な労働力としての実習生として雇うことが容易になるからでも
ある。そうした学生実習生のなかには，正規の同僚になる者もいる。上の
３つの立地要因のうち，最初の２つは，このような意味合いにおいて理解
される。なお，調査対象となった技術指向企業の多くは，経営のためのイ
ンプットこそ地域内ないし州内に求めているが，その市場は連邦全域，あ
るいはＥＣ全域を目指している。また，技術指向企業はシュトゥットガル
トとカールスルーエでより多く発生し，大学があるといってもハイデルベ
ルク，ウルム，フライブルクではさほどでないし，農村地域ではさらに弱
い（Grotz，1989,ｓ271-272)。
技術指向企業は，１年間に創設される製造業企業のうち1～5％にとどま
る。つまり，西ドイツ全体で250～400の技術指向企業しか誕生しない。
しかも技術指向企業のうちかなりはテクノロジー・創業者センター以外の
ところで誕生しているので，技術指向企業の誕生にテクノロジー・創業者
センターはインキュベータとしてさほど大きな役割を果たしているとは言
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い難い。また，技術指向企業は失業の軽減にもさほど大きな役割を果たす
とは期待しえない。従業員の３分の１から２分の１はアカデミカーであり，
年間の雇用増も１社あたりわずか0.8～1.7人でしかないからである。さら
にそのような技術指向企業が成功すれば，新しい製品の登場や合理化の進
展のために，職場がなくなる人も出てきうるからである（Grotz，1989,
S､271-272)。
テクノロジー・創業者センターについては，Sternberg（1986;1988；
1989;1990）も詳しい研究を行っているので，その調査結果も紹介してお
こう。
Sternberg（1986）は，1986年３月に行った４３のテクノロジー・創業
者センターに関する調査（回答数は33）によって，つぎのことを見出し
ている。連邦と州の共同課題で助成地域として指定された地域に立地して
いるテクノロジー・創業者センターは1０（30.3％）にすぎない。調査対象
のうち７３％が有限会社組織をとっている。都市自治体が主たる設立者で
あるが，自治体が単独で設立したものは12，他の経済主体と協Ⅱ力して設
立したものが１３あった。完全に民間企業だけで設立したものも６つあっ
た。調査対象の８２％は既存の建物を使って設立された。その改修のため
に，平均して290万マルクのコストがかかった。建物を新築して設立され
たものは7つあり，その建設コストは平均720万マルクだった。センター
に入居する企業が払う賃貸料は，それが立地している都市の平均的賃貸料
水準というものが，調査対象の６９％に達した。その水準は，lか月０～
15.25マルク/ｍ２の範囲に収まっていた。（Sternberg，1986,ｓ533-534）
テクノロジー・創業者センターの経営のために働いている人員は1人から
7人の規模であり，専任のマネージャーがいるのは７２％でしかない。入居
している企業に対するサービスについてみると，コンサルティングの程度
に関してはさまざまであるが，共同利用施設（秘書，電話交換台）はおお
むねよく整備されている。（Sternberg,1986,ｓ533-534）
テクノロジー・創業者センターが受け入れたいと考えているのはイノベー
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ション指向企業であり（70％)，単なる創業でもよいとしたテクノロジー・
創業者センターは，全体の１５％にすぎない。入居の際の審査は，主とし
て企業の生産物や提供サービスの質と，技術指向の程度である。調査対象
となった３３のテクノロジー・創業者センターに入居している企業の数は
402である。このうち３２％が，創設時に入居した。入居率（テクノロジー・
創業者センターの空間利用率）の平均は73％，レンジは２０％～100％と必
ずしも十分利用されているわけではない様子がうかがえる。（Sternberg，
1986,ｓ､533-534） 
Stemberg（1988）によると，1987年１０月までの調査の結果，テクノ
ロジー・創業者センターの設立ラッシュは1985年と1986年に発生し，
1987年になると設立数が５つにとどまった。テクノロジー・創業者セン
ターに入居している企業の市場は，必ずしも全国的ないし国際的なもので
はない。それが立地する都市内に市場が限定されている企業の割合も小さ
くないし，州内にとどまる比率が入居企業の４０～50％というテクノロジー・
創業者センターも少なくない（Sternberg，1988,ｓ172の図)。
Sternberg（1989）は，1988年に３１のテクノロジー・創業者センター
に立地している１７７の企業に対して行った調査の結果を紹介している。こ
の調査から，入居企業は表８に示したような問題点を抱えていることが明
かとなった。
また，テクノロジー・創業者センターに立地するメリットとデメリット
は，以下の通りであることも明らかにされた。
メリット
固定資本費用の軽減
センター内の他企業とのコンタクト
公的資金の助成を得られるチャンスが大きい
イメージの上昇（宣伝）
センター設立者が有するコンサルティングサービスへのアクセスがよい
近くにあるＲ＆Ｄ機関とのコンタクト
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表８テクノロジー・創業者センターに立地する企業が抱える問題点
回答企業数に
対,する比率
60.0％ 
４５．３ 
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出典：Sternberg（1989,ｐ685）
賃貸スペースのフレキシビリティ
管理業務の軽減
センター経営者からの経営上のコンサルティングを得やすしⅢ
地域の経済的インフラストラクチャーへの統合度が高まる
デメリット
センターが満杯になった場合には拡張する余地がなくなる
都市内での地理的位置が不便，コストが高い，センター経営者による
規制など
見学者やインタビューなどが多く，仕事を邪魔される
センターの悪いイメージ
スペースが狭いため，入居企業同士がこれをめぐって競合
センター内の他の企業との競争Sternberg（1989,Ｐ､687）
わが国で大きな関心を持って紹介されてきたドイツのテクノロジーセン
ターが，必ずしも順風万帆ではないという様子がここからもうかがえる。
技術移転の支援についても問題がないわけではない。Grotzは，ドイツの
ハイテク地域の1つであると同時に機械工業の中小企業の伝統があるテュー
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ピンゲン，ロイトリンゲン，バーリンゲンなどの小都市を中心とするバー
デン・ヴュルテンベルク州ネッカー・アルプ地方に立地する機械工業の中
小企業を調査した結果，シュタインバイス財団の技術移転センターが地域
内に２か所あるにもかかわらず，中小企業と技術移転センターとのリンケー
ジは弱いものでしかないということを見出した。調査対象企業５１社のう
ち，18社はセンターと全くコンタクトがなかったし，コンタクトを取っ
たことのある３３社も，コンタクトの総件数７７のうち地域内に立地してい
るセンターとのコンタクト件数は２２でしかなかった。しかも，コンタク
トの大部分が簡単なコンサルタントだったとのことである（Grotz，1993,
pp8-9)。グロッツ教授は，技術移転センターが厚く集積しているという
ミリューと，個々の企業の技術革新行動とが必ずしも対応していないとい
うことを示唆しているのである。
5．おわりに
東西ドイツ統一後，ドイツにおける技術面での中小企業支援政策の重点
は，旧東ドイツ領域に移ったかのように見える。その政策がどれほどの効
果を挙げているか，残念ながら筆者は押さえていない。しかし，他方で，
曰本と同様にドイツでは，製造業の空洞化がStandortDeutschlandとい
う標語のもとに問題視されてきている。１９８０年代に積極的に展開された
技術指向の中小企業支援政策が，空洞化問題にいかに対処しえたのか，あ
るいはいないのか，これもまた筆者は押さえていない。上に紹介したドイ
ツ人研究者の研究蓄積から推測するならば，必ずしも明るい展望があると
は言えないように思われる。
事実，連邦経済省によれば，1996年４月末日現在の旧西ドイツ領域に
は，従業員20人以上の製造業（鉱業と採石業を含む）企業で雇用されて
いる人員は約600万人弱であるが，これは1995年４月末日と比べると２０
万７千人，3.4％の減少である。販売総額は6.6％，国外での販売額は１１．６
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％増加したにもかかわらず，雇用は減退しているのである。ちなみに旧東
ドイツ領域では２万８千人，4.6％の減少で約60万人弱という雇用数になっ
ている（http://www-ｂｍｗｉｂｍｗｉ・de/news/)。中小企業に新しい技術を
移転し，それによって雇用問題の解決を図る，あるいは少なくともこの間
・題の軽減を図るという施策は，必ずしもうまく機能していない可能性があ
るのである。1980年代に議論された技術指向の中小企業支援政策は，雇
用問題との関わりや，農村地域の経済構造の改善という政策課題との関わ
りを持っていた。すでに本論で述べたように，農村地域に立地する中小製
造企業への技術移転支援機関が厚く整備されているのは，わずかにバーデ
ン・ヴュルテンベルク州だけである。しかも，この州に立地する中小製造
企業は，必ずしも最寄りの技術移転支援機関を有効に利用しているわけで
はない。
もちろん，上のような数値や調査報告だけに基づいてドイツの中小企業
政策の適否を議論することはできない。中小製造企業はそれだけで存在し
ているのではなく，大企業や他の部門の企業，さらには他の国に立地する
企業との関係の中で生きているのであり，このような質的な側面がどのよ
うに変化しているのか，そのような変化を受けて企業間の，あるいは企業
とこれを支援すべきとされている諸機関との間のネットワーク構造が変化
しているのかどうか，その変化と政策がどのように関わっているのかとい
う点もあわせて考察する必要があるからである。
東西ドイツ統合によって旧西ドイツ領域で展開されてきた技術指向の中
小企業支援政策と中小企業それ自体が，どのような影響を受けたのか，ま
たＥＵ統合やグローバリゼーションの進行とも関わる空洞化問題に中小企
業がどのように対処しえているのか，という問題もある。これらと上述
の諸問題は，ドイツの研究者たちによっても，まだ十分明らかにされてい
るわけではない。これらの問題を現地研究によって明らかにする必要があ
ろう。激変する世界経済のなかで，わが国の中小企業がどのような道を歩
むべきか，何らかのヒントが得られるであろうと期待するからである。
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〈注〉
l）この論文は，清成忠男（1993,pp221-235）に，ほぼ同文で所収されている。
2）ベルリンの事例については三井逸友（1995,ppl56-160）も紹介している。
3）この措置が1990年代も継続されているかどうか，筆者は確認していない。
東西ドイツ統合後に刊行された『地域整備報告」の中で研究開発を扱った部分
には，中小企業のための技術支援政策も言及されているが，それは旧東ドイツ
領域に立地する企業に重点をおいたものであり，しかも研究開発要員のコスト
補助についてはなにも言及がない（BundesmmisteriumfUrRaumordnung，
BauwesenundStadtebau,1994,ｓ176-180)。なお，1980年代のこの政策に
ついては，K1ein（1980）とRecker＆Schiitte（1982）も参考になる。
4）この政策については，石井素介（1988）を参照されたい。
5）南西ドイツ経済支援研究所は，南西ドイツの経済的社会的プロセスを，他の
研究機関と協力して分析し，行政，科学，経済に対して，その報告書や鑑定書
などによって支援することを任務としている。
6）新コミュニケーション技術調整事務所は，コンサルティングや補習教育の機
会に関する情報収集とその普及，情報・コンサルティング活動の仲介，既にな
されている情報・コンサルティング活動の支援を任務としている。
7）同じインターネットの情報で，技術移転センターの数は270，うち200がバー
デン・ヴュルテンベルク州内に立地しているという，別の数値も掲げられてい
る。
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